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令和５年度 水道事業会計決算の概要 

Ⅰ 令和５年度の主な取り組み事項 

１．持続可能な経営 

 環境の変化に対応し、引き続き安全・安心な水を安定的に供給するため、さらなる経営

改革を進めるとともに、DX を推進し、コンパクトで効率的な事業経営を目指します。 

（１）「今後の水道事業経営」の検討 

①「今後の水道事業経営」の検討 12百万円

本市水道事業の今後の経営は、人口減少等に伴う給水収益の減少、物価高騰による維持管理費や工事費

の増加、施設の老朽化による更新需要の増加等により、非常に厳しくなる見込みです。 

このような状況の中、「収支の改善が必要であること、現行料金水準では計画的な施設更新が困難であ

ることから、料金改定が必要である」という神戸市上下水道事業審議会からの答申の内容を踏まえ、令和

６年 10 月 1 日から水道料金を改定しました。 

料金改定により更新財源を確保し、計画的に施設を更新することで、引き続き、安全・安心な水を安定

的に供給できるよう取り組みます。 
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② 経営状況の発信 10百万円

健全かつ安定した水道事業経営を行うには、利用者のご理解とご協力が不可欠であるため、水道事業の

特性や現状と課題、今後の水道事業経営、料金の改定などについて、 わかりやすい広報に取り組みまし

た。 

特に料金改定の必要性については、十分な周知期間を設け、丁寧な広報に取り組みました。広報紙 KOBE

（令和５年６月・11 月、令和６年３月）では、神戸水道の特性、経営状況や施設更新の必要性、審議中

の改定時期・改定率について掲載しました。また、水道局ホームページには、経営や財政状況、施設更新

などについて詳しい解説を掲載しました。さらに、検針票裏面や広報紙 KOBE への水道局ホームページ

にリンクする QR コードの掲載や SNS 広告の掲載など、幅広い世代に向けて情報発信を行いました。 

広報紙 KOBE（令和５年 11 月号） 水道局ホームページ 
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【参考：広報の具体例】 

〇広報紙KOBE ５月号 

 

〇検針票裏面 5月下旬検針分から２か月間 

 

〇新料金算定ツール（水道局ホームページ内） 

 

  

② 改定前との 

差額を表示 

① メーター口径と、 
使用水量を入力 
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（２）DXの推進  

 

①給水装置工事図面審査におけるAIの活用 22百万円 

戸建て住宅等の簡易な工事の申請について、AI を活用した図面審査システムを令和５年度に構築しま

した。令和６年度は、このシステムを活用し審査時間を短縮することにより、市民サービスの向上を図

ります。また、業務の効率化により職員が技術力を要する業務に注力することで、技術の継承・能力の

向上を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[AI 審査アプリによる自動検出結果(例)]    [検出結果の一覧表示(例)] 
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【参考：水道イノベーション賞の受賞について】 

本市の DX の取り組みが、日本水道協会会長表彰の水道イノベーション賞の大賞と特別賞を受賞し、

10 月 9 日（水）に本市で開催された日本水道協会全国会議で授賞式が行われました。 

この賞は、日本水道協会に加盟する正会員の中から、さまざまな工夫を持って課題の克服に取り組ん

でいる会員を表彰するものです。 

今回の受賞は、平成 28 年度に大賞を受賞した『災害に強い水道づくり～大容量送水管整備事業～』

に続き、2 度目の受賞となり、単独で大賞・特別賞の同時受賞は初となります。 

 

【大 賞】：「ＡＩ審査アプリを活用した給水装置工事図面審査」 

 AI を活用したアプリの開発・導入により、審査時間の短縮を図ることで、業務効率化が期待されると

ともに、技術力を要する業務に注力できるようになり、技術力の向上や技術継承という課題解決につな

がる取組として評価されました。 

 

【特別賞】：「スマート応急給水！ローコードツールを活用した情報共有～情報共有の効率化による負担

軽減に向けて～」 

日本水道協会の応急給水における情報共有は紙媒体を使って実施しているため、情報の集約に時間を

要し、迅速な意思決定や対応の妨げになっていました。本取組では、高度な知識がなくても簡単なマウ

ス操作で、職員自らシステム化を実現できるローコード（クラウド型）の業務改善システムを使用し、

情報共有システムの開発及び試行を行いました。 

システム導入により、リアルタイムで現地の情報が応援本部側及び派遣元の職員・事業体に届き、円

滑な意思決定が可能となるなど災害対策に寄与する取組として評価されました。 
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②転居に伴う水道料金精算の自動化 20 百万円 

転居に伴う閉栓時の料金精算業務について、現在は検針事業者が現地で紙に記録した数値を職員がシ

ステムに手入力しています。検針にハンディターミナルを導入することでシステムへの自動入力、ペー

パーレスの実現、エラーチェックの強化など、業務の効率化を図ります。令和 5 年度はシステム改修の

ための要件定義や概要設計書の作成を実施しました。（令和６年度システム改修および運用開始予定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③給水装置工事申請のキャッシュレス e-KOBEオンライン決済化 １百万円 

 令和５年７月よりスマート申請システム e-KOBE によるオンライン決済を開始しました。これによ

り、利用者は申請から手数料等の納付、手続き完了までを一貫して e-KOBE で行うことが可能となり、

利便性が向上しました。 

 

自動化前 

水道メーターの数値（指示数）を 

用紙（メーター作業指示書）に手書き 

用紙に手書きの数値を 

料金システムに手入力 

紙で精算金額を決裁 

自動化後 

水道メーターの数値（指示数）を 

ハンディターミナルに入力 

ハンディターミナルのデータを 

料金システムに自動で取込み 

電子で精算金額を決裁 
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（３）人材の確保・育成 

 

① 人材の確保 8 百万円 

全国的な少子高齢化による生産年齢人口の減少が見込まれる中、安全・安心な水道水を継続的かつ、安

定的に供給していくため、水道のスペシャリストである「水道技術職」の魅力発信と幅広い採用活動によ

り、神戸水道の未来を支える人材の確保に取り組みました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 人材の育成 4 百万円 

これからの水道を支える人と組織を育てるため、水道技術職の創設に合わせて、これまで分業で行っ

ていた事務作業(工事書類の作成、関係機関協議等)と現場作業(水栓作業、漏水調査等)について双方の

業務を経験できる体制を構築し、OJT の中でこれまで得た知識・ノウハウを補完し合いながら業務を進

めることで、水道局全体としてより幅広く技術・技能を共有できる環境づくりを進めました。 

また、業務の質の向上を目指して、実務に直結する研修（漏水修繕研修・事故対応研修等）を充実さ

せ、災害対応も含めた技術力の向上に取り組みました。 

さらに、職務遂行能力の向上につながる資格取得に対し助成を行うことで、職員個々の積極的な技術

力向上について支援しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

    実務研修の様子 

水道技術職採用の PR 
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２．災害への備え 

阪神・淡路大震災の記憶をつなぎ、あらゆる危機に強い水道をともに築きます。 

 震災を教訓に、地震など近年多発する様々な自然災害に備えるため、老朽化した 

水道施設の更新・耐震化やバックアップ機能の強化を実施します。 

 

（１）配水管の更新・耐震化 8,921 百万円（補助額 90 百万円） 

 

 更新延長 事業費 

令和５年度 計 37.7 ㎞ 8,921 百万円 

内、経年配水管更新工事 35.4 ㎞ 8,154 百万円 

 

 

 

高度経済成長期に布設し経年劣化した大量の配

水管の更新・耐震化を進めるため、令和９年度ま

でに、現在の年間40km相当の更新延長から 50km

相当へとペースアップを進めます。 

その中で、耐震化を効果的に推進するため、防災

拠点に至るルートの配水管や、事故時の影響が大

きい配水池の根元にある配水管の更新・耐震化を、

優先的に実施していきます。 

 なお、更新・耐震化にあたっては水需要の減少

を勘案し、安定供給が確保できる範囲において、

配水管のダウンサイジングを実施するなど、配水

管網の再構築を行うなど更新費用の抑制に努めて

います。 

更新基準年数ごとの配水管延長 

将来の更新需要を把握して、管路更新を実施していきます。 

 
配水管の総延長は約 4,897km（令和 5年度末現在） 
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（２）奥畑妙法寺連絡管整備 1,484 百万円（補助額 367 百万円）総事業費 8,690 百万円 

 

市域の西部地域において、基幹送水施設である２本の送水トンネル（３拡・５拡トンネル）を相互にバ

ックアップできるよう連絡管の整備工事を進めています。工事はシールド工法を採用しており、シール

ドマシンによって地中深くに建設したシールドトンネルの中に耐震管を挿入していきます。 

令和５年度は前年度に引き続きシールドトンネルの掘進を進め、全延長の約７割が完了しました。令和

６年度は残区間の工事を進め、完了後に耐震管の挿入工事に着手します。 

 

 
【シールドトンネル】 

 
【シールドマシン発進基地】 

 

 
 

  

３拡送水トンネル 

５拡送水トンネル 

大容量送水管 

阪神水道施

設 

４拡送水トンネル 

奥畑              

妙法寺              

奥畑妙法寺連絡管整備 

（奥畑～妙法寺） 
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（３）４拡送水トンネル更生 169 百万円  

 

昭和 39 年に供用を開始した４拡送水トンネルは、阪神水道企業団から受水した水を市内へ送水する重

要な基幹施設です。令和５年度に実施したトンネル内部調査の結果、経年劣化や震災の影響とみられる

損傷が確認されたことから更生工事を行います。 

トンネル内部の変状や劣化の程度を考慮して更生方法を検討した結果、トンネル内に耐震管（鋼管）を

挿入する工法を選定しました。令和６年度は、工事発注に向けて詳細設計を進めます。 

 

 
【４拡送水トンネル】 

 
【更生工事の事例（鋼管挿入）】 

 

 
  

３拡送水トンネル 

５拡送水トンネル 

大容量送水管 

阪神水道施

設 

４拡送水トンネル 

４拡送水トンネル更生 

（西天上川～奥平野） 

奥畑妙法寺連絡管             
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（４）上ヶ原浄水場再整備事業 1,435 百万円 総事業費：17,164 百万円 

 

上ヶ原浄水場は、自己水源である千苅貯水池からポンプを介さず高低差により導水が可能なことから、

エネルギー効率に優れた重要な浄水場です。 

大正６年に供用を開始して以降、施設の老朽化が進んでいたため、令和元年度より浄水場の再整備を進

めています。事業手法としては、設計・建設・運転管理を一括して民間事業者に委ねる PFI 手法を導入し

ています。 

令和５年度は、沈殿池とろ過池の基礎工事・躯体築造工事などを行いました。令和６年度も引き続き建

設工事を進め、供用開始は令和８年度を予定しています。 

 

 
【完成イメージ】 

 

 
【建設状況】（令和６年３月現在） 
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（５）北神地区送水施設の再整備 1,094 百万円  

 

千苅浄水場に水源の大部分をたよってきた北神地区において、事故・災害時におけるバックアップルー

トを確保するため、施設の再整備を進めています。再整備により、琵琶湖・淀川を水源とする阪神水道企

業団からの送水が可能となります。 

令和３年度には新有野ポンプ場の完成により有野・有馬地区が、また令和５年度には花山ポンプ場の完

成により花山地区が、複数水源からの送水が可能な地域となりました。引き続き、令和６年度以降も唐

櫃・大池地区の複数水源化に向けて再整備を進めます。 

 

  

【完成した花山ポンプ場（左：外観、右：内観）】 
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３．能登半島への災害派遣 

令和６年能登半島地震による各地での断水被害に伴い、日本水道協会からの要請に応じ

て、応援職員を派遣しました。 

 

能登半島への災害派遣 

 

令和６年１月１日に発生した能登半島地震では、水道施設も大きな被害を受け、各地で断水が発生しま

した。本市は、日本水道協会の応援要請に基づき、石川県鳳珠郡穴水町及び能登町へ延べ 97人の職員を

派遣し、避難所等への応急給水活動や損傷した水道管の応急復旧活動を行いました。また、日本水道協会

の兵庫県支部長都市として、県内の応援水道事業体の調整等も行いました。 

 なお、今回のような災害派遣については、災害支援経験がある職員とともに次世代を担う若手職員を

派遣することで、支援先で実際の災害現場を経験し、応急給水や応急復旧に携わることを通じて、技術・

技能の継承および技術力の向上にもつなげています。 
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Ⅱ　令和５年度水道事業会計決算の計上状況
※各数値は、項目ごとに表示単位未満を四捨五入しているため、合計等と一致しない場合がある。

（１）　収益的収支（税抜額） （単位：億円）

   差  引
(3)=(1)-(2)

伸び率(％)
(3)/(2)×100

給 水 収 益 285.4 288.9 ▲ 3.5 ▲ 1.2 一般用有収水量の減

分 担 金 3.6 3.0 0.6 18.2 新規加入者・増径の増

基 金 か ら の 繰 入 金 2.0 2.0 0.0 0.0

受 取 利 息 0.7 0.7 0.0 3.1

一 般 会 計 繰 入 金
（ 阪 水 分 ）

0.1 0.1 0.0 ▲ 15.2 児童手当の減

長 期 前 受 金 戻 入 30.3 30.7 ▲ 0.5 ▲ 1.5

そ の 他 収 益 29.8 21.8 7.9 36.3 固定資産売却益の増

人 件 費 40.2 40.9 ▲ 0.6 ▲ 1.5 人員の減

受 水 費 106.5 106.7 ▲ 0.2 ▲ 0.2

物 件 費 53.4 53.3 0.1 0.2

減 価 償 却 費 等 114.3 113.5 0.8 0.7

支 払 利 息 3.8 4.2 ▲ 0.4 ▲ 9.2 企業債残高の減

繰 出 金
（ 阪 水 分 ）

0.1 0.1 0.0 ▲ 15.2 児童手当の減

そ の 他 費 用 0.6 0.6 0.0 4.2

　
　　　　　　　        区　分
　項　目

令和４年度
決算
(２)

対前年度決算

主な増減理由
令和５年度

決算
(１)

当年度損益
(Ｃ)＝(Ａ)-(Ｂ)

28.0 4.8 17.032.8

1.3

合　　計(Ｂ) 319.2 ▲ 0.2 ▲ 0.1319.0

費
　
　
　
　
　
　
用

収
　
　
　
　
　
　
益

合　　計(Ａ) 347.2 4.6351.8
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（２）業務量の推移

※　有収水量（全体）には、一般用、業務用のほかに、公衆浴場用等を含んでいる。

173.5 173.6 173.4 
174.0 

172.4 
170.9 

169.2 

170.5 

168.6 

166.2 

160

165

170

175

180

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R３ R4 R5

（百万㎥） 有収水量（全体）

139.9 140.0 140.0 140.4
139.4

138.7

141.9
142.8

139.2

136.8

130

135

140

145

150

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R３ R4 R5

（百万㎥） 有収水量（一般用）

33.0 33.0 33.0 33.2
32.5

31.8

26.8 27.4
28.9

29.0

20

25

30

35

40

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R３ R4 R5

（百万㎥） 有収水量（業務用）
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（３）資本的収支（税込額） （単位：億円）

   　差  引
　(3)=(1)-(2)

　伸び率(％)
 (3)/(2)×100

5.5 3.0 2.4 80.2

4.2 2.9 1.3 43.9

0.5 0.6 ▲ 0.1 ▲ 18.9

31.9 6.3 25.6 406.2

5.6 3.7 1.9 51.8

7.1 1.5 5.6 369.1

54.8 18.0 36.7 203.7

189.0 152.9 36.2 23.7

基幹施設整備工事費 74.2 51.4 22.8 44.5

配水管整備増強工事費 94.2 78.5 15.7 20.0

貯 浄 配 水 施 設
改 良 工 事 費 等

20.7 23.0 ▲ 2.3 ▲ 10.2

17.7 17.9 ▲ 0.2 ▲ 1.0

0.5 0.6 ▲ 0.1 ▲ 18.9

0.1 0.1 0.0 2.1

207.3 171.4 35.9 20.9

▲ 152.6 ▲ 153.4 0.8 －

（注）資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額152.6億円は、 損益勘定留保資金

　　（当年度の減価償却費など、再投資のために計上している資金）等で補てんした。

そ の 他

一 般 会 計 繰 入 金

　
　　　　　　　　　　区　分
　　項　目

令和４年度
決算

（２）

令和５年度
決算

（１）

対前年度決算

合　　計　（Ａ）

支
　
　
　
　
　
　
出

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

収
　
　
　
　
　
　
入

収支差引（C）＝(A)-(B)

工 事 負 担 金

国 庫 補 助 金

合　　計　（Ｂ）

繰 出 金

基 金 へ の 積 立

基 金 収 入
（ 基 金 の 運 用 益 ）

基 金 か ら の 繰 入 金
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［参　考　１］
（単位：億円）

予算決算対比

差  引
(3)=(2)-(1)

給 水 収 益 289.5 285.4 ▲ 4.1 一般用有収水量の減

分 担 金 4.2 3.6 ▲ 0.6

基金からの繰入金 2.0 2.0 0.0

受 取 利 息 0.7 0.7 0.0

一 般 会 計 繰 入 金
（ 阪 水 分 ）

0.1 0.1 0.0

長 期 前 受 金 戻 入 30.2 30.3 0.1

そ の 他 収 益 22.3 29.8 7.5 固定資産売却益の増

　　合　　計(Ａ) 348.9 351.8 2.9

人 件 費 40.6 40.2 ▲ 0.4

受 水 費 107.3 106.5 ▲ 0.8

物 件 費 61.6 53.4 ▲ 8.2 動力費の減、委託料の減

減 価 償 却 費 等 115.4 114.3 ▲ 1.1

支 払 利 息 3.8 3.8 0.0

繰 出 金
（ 阪 水 分 ）

0.1 0.1 0.0

そ の 他 費 用 1.3 0.6 ▲ 0.7

　　合　　計(Ｂ) 330.2 319.0 ▲ 11.2

18.7 32.8 14.1

　収益的収支（税抜額）〔令和５年度予算・決算比較〕

　
　　　　　　　区　分
　項　目

令和５年度
予算
(１)

主な増減理由
令和５年度

決算
(２)

費
　
　
　
　
　
　
用

収
　
　
　
　
　
　
益

当年度損益
(Ｃ)＝(Ａ)-(Ｂ)
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［参　考　２］
（単位：億円）

予算決算対比

差  引
(4)=(2)+(3)-(1)

10.0 5.5 -          ▲ 4.5

4.8 4.2 -          ▲ 0.7

0.7 0.5 -          ▲ 0.2

21.7 31.9 -          10.3

5.9 5.6 -          ▲ 0.3

7.7 7.1 -          ▲ 0.6

50.8 54.8 0.0 4.0

297.8 189.0 65.2 ▲ 43.6

基幹施設整備工事費 126.4 74.2 30.5 ▲ 21.7

配水管整備増強工事費 134.1 94.2 28.5 ▲ 11.4

貯 浄 配 水 施 設
改 良 工 事 費 等

37.3 20.7 6.2 ▲ 10.4

17.7 17.7 -          0.0

0.7 0.5 -          ▲ 0.2

0.1 0.1 -          0.0

1.0 0.0 -          ▲ 1.0

317.4 207.3 65.2 ▲ 44.8

▲ 266.6 ▲ 152.6 ▲ 65.2 -

資本的収支（税込額）〔令和５年度予算・決算比較〕

　
　　　　　　　　　　区　分
　　項　目

令和５年度
決算

（２）

令和６年度
への繰越
（３）

令和５年度
予算

（１）

（注）資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額152.6億円は、 損益勘定留保資金

　　（当年度の減価償却費など、再投資のために計上している資金）等で補てんした。

一 般 会 計 繰 入 金

そ の 他

合　　計　（Ａ）

支
　
　
　
　
　
　
出

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

基 金 へ の 積 立

繰 出 金

収
　
　
　
　
　
　
入

工 事 負 担 金

国 庫 補 助 金

基 金 収 入
（ 基 金 の 運 用 益 ）

そ の 他

収支差引（C）＝(A)-(B)

合　　計　（Ｂ）

基 金 か ら の 繰 入 金
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［参　考　３］

　令和５度末 神戸市水道事業会計貸借対照表

  （単位：百万円）

281,648 16,727

24,760 6,249

8,193 1,078

219,092

15,180 1,768

14 6,389

1 992

207 1,623

14,200 398

340 1,170

2

8 162,300

246 ▲ 92,691

84 11,269

25,085

10,389

1,009 155,018

12,686

68 28,889

▲ 68 9,224

1,001 615

209

8,309 17,993

3,939 848

▲ 1 22,819

3,400 11,498

102 11,321

1,175

 

323,997 323,997合 計 合 計

貯 蔵 品

その他流動資産等

利 益 剰 余 金貸 倒 引 当 金

建 設 改 良 積 立 金有 価 証 券

未処分利益剰余金

現 金 預 金

その他資本剰余金等

基 金

資 本 剰 余 金破 産 更 生 債 権 等

受 贈 財 産 評 価 額貸 倒 引 当 金

国 庫 補 助 金そ の 他 投 資 等

一 般 会 計 補 助 金流 動 資 産 16,924

工 事 負 担 金

未 収 金

出 資 金

剰 余 金 51,708

地 上 権

長 期 前 受 金施 設 利 用 権

長期前受金収益化累計額

投 資

資 本 金 155,018投 資 有 価 証 券

自 己 資 本 金

ソ フ ト ウ ェ ア

資 本 の 部

無 形 固 定 資 産

建設仮勘定長期前受金ソフトウェア仮勘定

工具器具及び備品 預 り 金

建 設 仮 勘 定 引 当 金

繰 延 収 益 80,879

その他流動負債

機 械 及 び 装 置 企 業 債

車 両 運 搬 具 未 払 金

船 舶 前 受 金

構 築 物 流 動 負 債 12,339

固 定 資 産 307,073 固 定 負 債 24,054

有 形 固 定 資 産 企 業 債

土 地 引 当 金

建 物 受水費高騰対策勘定

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　方

資 産 の 部 負 債 の 部

19



［参 考 ４］ 

令和５年度神戸市水道事業キャッシュ・フロー計算書 
                   （令和５年４月１日から令和６年３月31日まで）                   （単位：円） 

 

1 業務活動によるキャッシュ・フロー   

 当年度純利益  3,281,660,685 

 減価償却費  10,700,965,818 

 除却費  722,481,871 

 貸倒引当金の増減額  655,453 

 退職給付引当金の増減額  △ 105,644,586 

 賞与・法定福利費引当金の増減額  28,954,996 

 長期前受金戻入  △ 3,028,105,656 

 受取利息  △ 70,899,215 

 支払利息及び企業債取扱諸費  379,555,358 

 基金繰入金 が △200,000,000 

 固定資産売却益   △ 1,218,200,091 

 破産更生債権等の増減額  △ 816,720 

 貯蔵品の増減額  5,318,801 

 未収金の増減額  △ 1,121,850,080 

 未払金の増減額  308,093,316 

 前払費用の増減額  △ 183,565 

 前受金の増減額  240,818,205 

 預り金の増減額  △ 133,204,222 

 消費税資本的収支調整額  1,608,704,177 

 特別利益  △ 104,089 

 特別損失  356,630 

 小計  11,398,557,086 

 利息の受取額  70,899,215 

 利息及び企業債取扱諸費の支払額  △ 379,555,358 

 業務活動によるキャッシュ・フロー  11,089,900,943 

 
  

 

2２2 投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出  △ 19,574,221,762 

 無形固定資産の取得による支出  △ 232,799,579 

 その他投資による収入  846,750 

 基金への積立による支出  △ 47,104,192 

 基金利息等による収入  47,104,192 

 基金からの繰入による収入  3,393,163,000 
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 固定資産売却代金による収入  1,920,653,539 

 工事負担金による収入  548,195,497 

 国庫補助金による収入  415,818,182 

 一般会計補助金による収入  8,352,000 

 有価証券の満期による収入  1,999,102,000 

 投資活動によるキャッシュ・フロー 
 

△ 11,520,890,373 

 
   

3 財務活動によるキャッシュ・フロー 
  

 建設改良に充当する企業債の償還による支出  △ 1,773,008,544 

 一般会計繰入金による収入  560,007,000 

 繰出金による支出  △ 9,007,000 

 財務活動によるキャッシュ・フロー  △ 1,222,008,544 

 
   

資金減少額 
 

 1,652,997,974 

資金期首残高 
 

9,961,767,762 

資金期末残高   8,308,769,788 
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令和５年度　下水道事業会計決算の概要

（１）　経営収支（税抜額）
（単位：億円）

差  引
(3)=(1)-(2)

伸び率(％)
(3)/(2)×100

190.6 192.2 ▲ 1.6 ▲ 0.8

40.1 40.0 0.1 0.3

91.6 94.2 ▲ 2.6 ▲ 2.8

5.5 5.1 0.4 7.8

0.1 0.1 0.0 0.0

327.9 331.6 ▲ 3.7 ▲ 1.1

92.6 92.3 0.3 0.3

22.2 22.4 ▲ 0.2 ▲ 0.9

70.4 69.9 0.5 0.7

233.5 235.6 ▲ 2.1 ▲ 0.9

215.2 217.1 ▲ 1.9 ▲ 0.9

18.3 18.5 ▲ 0.2 ▲ 1.1

0.2 0.9 ▲ 0.7 ▲ 77.8

326.3 328.8 ▲ 2.5 ▲ 0.8

1.6 2.8 ▲ 1.2 -         

前年度繰越利益剰余金(Ｄ) 22.8 20.0 -         -         

24.4 22.8 -         -         

-         0.0 -         -         

24.4 22.8 -         -         

主な増減理由

収
　
　
　
益

下 水 道 使 用 料

一 般 会 計 か ら の 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他 収 益

　
　　　　　　　　　　　　区　分
　項　目

令和４年度
決算

（２）

令和５年度
決算

（１）

決　算　対　比

特 別 利 益

　合　　計（Ａ）

費
　
 
 
　
用

維 持 管 理 費

人 件 費

物 件 費

資 本 費

減 価 償 却 費 等

支 払 利 息 等

特 別 損 失

　合　　計（Ｂ）

翌年度繰越利益剰余金
（Ｇ)=(Ｅ)+(Ｆ)

当年度損益(Ｃ)=(Ａ)-(Ｂ)

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金
( Ｅ ) ＝ ( Ｃ ) ＋ ( Ｄ )

利 益 剰 余 金 処 分 額 ( Ｆ )

1



（２）業務量の推移

①有収水量の推移

②処理水量の推移（市内６か所の下水処理場で処理した汚水量）

③雨水排除量の推移（市内15か所の雨水ポンプ場で排除した雨水量）

187.7 
190.2 

182.0 

182.2 

181.6 

185.6 

181.1 181.0 

185.6 

179.5

180.8
178.3

171.8

177.6

160

164

168

172

176

180

184

188

192

196

200

22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1 R2 R3 R4 R5

処理水量（百万㎥）

12.4 

17.2 

14.1 13.4 
14.3 

16.0 

12.0 11.8 

17.8

9.6
10.0

10.7

7.4

10.0

0

4

8

12

16

20

22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1 R2 R3 R4 R5

雨水排除量（百万㎥）

179.3

177.1 176.9
175.4

172.7 172.6
172.2 172.5 171.6

170.4 169.5 170.9
168.6

166.3

160

164

168

172

176

180

184

188

22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1 R2 R3 R4 R5

有収水量（百万㎥）
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（３）　資本的収支（税込額） （単位：億円）

差  引
(3)=(2)-(1)

伸び率（％）
(3)/(2)×100

46.7 98.9 ▲ 52.2 ▲ 52.8

52.0 50.6 1.4 2.8

1.3 1.6 ▲ 0.3 ▲ 18.8

0.0 0.1 ▲ 0.1 皆減

28.0 0.0 28.0 皆増

1.6 1.8 ▲ 0.2 ▲ 11.1

129.7 153.0 ▲ 23.3 ▲ 15.2

206.3 215.1 ▲ 8.8 ▲ 4.1

処 理 場 建 設 費 27.9 22.5 5.4 24.0

ポ ン プ 場 建 設 費 17.3 40.3 ▲ 23.0 ▲ 57.1

汚 水 幹 枝 線 布 設 費 73.6 80.2 ▲ 6.6 ▲ 8.2

雨 水 幹 枝 線 布 設 費 29.4 21.4 8.0 37.4

流 域 下 水 道 事 業 費 0.8 1.6 ▲ 0.8 ▲ 50.0

処 理 施 設 等 整 備 費 57.3 49.1 8.2 16.7

0.0 0.1 ▲ 0.1 皆減

99.1 67.8 31.3 46.2

305.4 283.0 22.4 7.9

▲ 175.7 ▲ 130.0 ▲ 45.7 -         

損益勘定留保資金等で補てんした。

収支差引（Ｃ）=（Ａ）-（Ｂ）

〔注〕資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額175.7 億円は、

雑 収 入

合　　計　（Ａ）

支
　
　
　
　
　
出

建 設 改 良 費

基 金 へ の 積 立 金

企 業 債 償 還 金

合　　計　（Ｂ）

　
　　　　　　　　　　区　分
　項　目

令和５年度
決算

（１）

令和４年度
決算

（２）

決　算　対　比

収
　
　
　
　
　
　
入

企 業 債

国 庫 支 出 金

他 会 計 か ら の 繰 入 金

財 産 収 入

基 金 繰 入 金

3



［　参　考　１　］

経営収支（税抜額）〔令和５年度予算・決算比較〕 （単位：億円）

190.1 190.6 0.5

42.3 40.1 ▲ 2.2

93.0 91.6 ▲ 1.4

5.4 5.5 0.1

-          0.1 0.1

330.8 327.9 ▲ 2.9

102.5 92.6 ▲ 9.9

22.5 22.2 ▲ 0.3

80.0 70.4 ▲ 9.6 光熱水費・修繕費等の減

238.8 233.5 ▲ 5.3

218.6 215.2 ▲ 3.4

20.2 18.3 ▲ 1.9

0.2 0.2 0.0

341.5 326.3 ▲ 15.2

▲ 10.7 1.6 12.3

　合　　計（Ｂ）

当年度損益(Ｃ)=(Ａ)-(Ｂ)

特 別 利 益

　合　　計（Ａ）

費
　
 
 
　
用

維 持 管 理 費

人 件 費

物 件 費

資 本 費

減 価 償 却 費 等

支 払 利 息 等

特 別 損 失

収
　
　
　
益

下 水 道 使 用 料

一般会計からの補 助金

長 期 前 受 金 戻 入

主な増減理由

そ の 他 収 益

　
　　　　　　　区　分
　項　目

令和５年度
予算

（１）

令和５年度
決算

（２）

差  引
(3)=(2)-(1)
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［　参　考　２　］

資本的収支（税込額）〔令和５年度予算・決算比較〕 （単位：億円）

177.4 46.7 64.9 ▲ 65.8

104.5 52.0 39.0 ▲ 13.5

1.4 1.3 -            ▲ 0.1

0.0 0.0 -            0.0

28.0 28.0 -            -               

5.1 1.6 -            ▲ 3.5

316.4 129.7 103.9 ▲ 82.9

380.7 206.3 128.1 ▲ 46.3

処 理 場 建 設 費 50.1 27.9 7.6 ▲ 14.6

ポ ン プ 場 建 設 費 36.2 17.3 18.8 ▲ 0.1

汚 水 幹 枝 線 布 設 費 106.1 73.6 28.3 ▲ 4.2

雨 水 幹 枝 線 布 設 費 54.8 29.4 15.8 ▲ 9.6

流 域 下 水 道 事 業 費 1.8 0.8 -            ▲ 1.0

処 理 施 設 等 整 備 費 131.7 57.3 57.6 ▲ 16.8

0.0 0.0 -            0.0

99.1 99.1 -            0.0

0.3 -          -            ▲ 0.3

480.1 305.4 128.1 ▲ 46.6

▲ 163.7 ▲ 175.7 ▲ 24.2 -               

　　　　損益勘定留保資金等で補てんした。

〔注２〕令和５年度予算には前年度繰越額及び補正予算額を含む。

令和６年度への
繰越

（３）

差  引
(4)= (2)+(3)-(1)

〔注１〕資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額175.7億円は、

合　　計　（Ｂ）

収支差引 (Ｃ)=(Ａ)-(Ｂ)

基 金 繰 入 金

雑 収 入

合　　計　（Ａ）

支
　
　
　
　
　
出

建 設 改 良 費

基 金 へ の 積 立 金

企 業 債 償 還 金

予 備 費

他 会 計 か ら の 繰 入 金

財 産 収 入

令和５年度
決算

（２）

　
　　　　　　　　　　区　分
　項　目

令和５年度
予算

（１）

収
　
　
　
　
　
　
入

企 業 債

国 庫 支 出 金
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［　参　考　３　］

令和５年度末神戸市下水道事業会計貸借対照表
（単位：百万円）

584,113 137,050

55,673 2,334

63,471 184

12,430

866,480 6,915

186,813 12,644

156 22

2,665 238

24,806

▲628,383 508,593

1,685 ▲310,235

1

1,677

7 118,261

1,304

1,163 144,381

2 48,400

139 30

1 71,144

28 1,001

▲28 23,806

6,297

34,039 3,853

5,521 2,444

20

1

626,684 626,684合 計 合 計

現 金 預 金

利 益 剰 余 金

未 収 金

建 設 改 良 積 立 金

貯 蔵 品

そ の 他 流 動 資 産

未 処 分 利 益 剰 余 金

破 産 更 生 債 権 等

工 事 負 担 金

貸 倒 引 当 金

受 贈 財 産 評 価 額

流 動 資 産 39,582

そ の 他 資 本 剰 余 金

敷 金

資 本 剰 余 金

出 え ん 金

国 庫 補 助 金

そ の 他 投 資

他 会 計 繰 入 金

基 金

剰 余 金 150,678

減 価 償 却 累 計 額 長 期 前 受 金

無 形 固 定 資 産 収 益 化 累 計 額

地 上 権 資 本 の 部

電 話 加 入 権

資 本 金 118,261

投 資

自 己 資 本 金

施 設 利 用 権

車 両 運 搬 具 預 り 金 等

工 具 器 具 及 び 備 品 引 当 金

建 設 仮 勘 定 繰 延 収 益 198,358

機 械 及 び 装 置 未 払 金

有 形 固 定 資 産 企 業 債

土 地 引 当 金

建 物 その他固定負債

建 物 付 属 設 備 流 動 負 債 19,819

構 築 物 企 業 債

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　方

資 産 の 部 負 債 の 部

固 定 資 産 587,102 固 定 負 債 139,568
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1

160,688,277

21,513,311,694

553,993

△1,783,447

10,164,599

4,000,000

△ 9,157,213,057

△ 2,478,000

1,831,271,900

31,800

33,000

20,556,718

1,836,918,127

601,595

11,207,935

16,120

1,092,191,187

17,320,072,441

2,478,000

△1,831,271,900

15,491,278,541

2

△ 20,644,851,143

5,202,611,000

75,228,000

159,820,525

3,031,322

△245,000

245,000

△ 15,204,160,296

3

2,800,000,000

4,671,000,000

△ 9,906,900,345

54,640,000

△2,381,260,345

△2,094,142,100
36,133,567,295
34,039,425,195

未収金・破産更生債権等の増減額

業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

資産減耗費

貸倒引当金の増減額

退職給付引当金の増減額

賞与引当金の増減額

長期前受金戻入額

受取利息及び受取配当金

支払利息

たな卸資産の増減額

固定資産除却損

固定資産の取得

未払金の増減額

前払費用・前払金の増減額

預り金の増減額

その他投資（自動車リサイクル券）

消費税資本的収支調整額

小計

[　参　考　４　]

令和５年度神戸市下水道事業キャッシュ・フロー計算書

             　　（令和５年４月１日から令和６年３月31日まで）（単位：円）

基金運用による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

国庫補助金

一般会計繰入金（流域下水道事業充当分等）

工事負担金

雑収入

その他固定負債

基金造成費

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

資金期首残高
資金期末残高

建設改良費等の財源に充てる企業債収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

一般会計繰入金

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額

建設改良費等の財源に充てた企業債償還

建設改良企業債償還のための基金繰入
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［　参　考　５　］

                令和５年度神戸市農業集落排水事業費決算の概要

                                                                       (単位：億円)

令和５年度 令和５年度

項　　　目 当初予算 決算

1.2 1.0 0.2

2.4 0.9 1.5

9.2 10.4 ▲1.2

3.2 2.9 0.3

0.4 0.4 0.0

16.4 15.6 0.8

8.5 7.8 0.7

施 設 整 備 費 6.3 5.7 0.6

運 営 費 2.2 2.1 0.1

7.8 7.8 0.0

0.1 0.0 0.1

16.4 15.6 0.8

使 用 料 及 び 手 数 料

区　　分

事 業 費

差　引

補 助 金

繰 入 金

合　　計　（Ａ）

市 債

繰 越 金

予 備 費

他 会 計 へ 繰 出 金

歳
入

歳
出

合　　計　（Ｂ）
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「神戸市下水道事業経営計画」の進捗状況 
 

管理指標の進捗状況 

 
計画期間 10 ヵ年のうち、４年目にあたる令和５年度末における進捗状況を下表に示す。 
 

管理指標 具体的な内容 目標 
(R2〜R11） 

令和５年度 累計 備考 

管きょの点検・調査
延長 

汚水管きょ 
目視点検・カメラ調査などの
実施 

700km 調査 84 km 調査 432km  進捗率 61.7% 

雨水管きょ 400km 調査 25km 調査 123km  進捗率 30.8% 

汚水管きょの改築延長 
管更生工法などによる改築
の実施 

450km 25.5km 140.1km  進捗率 31.1% 

処理場の改築更新 

西部処理場（北系） 

施設の建設、設備の設置
など 

供用開始 

整備中 ―  

垂水処理場（東系） 供用開始 ―  

ポートアイランド処理場 整備中 ―  

優先的に実施すべ
き管きょの耐震化 

汚水管きょ 
災害時における拠点施設の
下流等 

38km 方針検討 25.1km 進捗率 66.1% 

雨水管きょ 
緊急輸送路（国道）の横
断部 

45 箇所 １箇所 ５箇所 
 

進捗率 11.1% 

 

地震時における最
低限の機能確保 
※一部系列での確
保を含む。 

処理場 

揚排水・簡易沈殿・消毒機
能の確保 
※汚水・雨水ポンプ場は揚
排水機能の確保 

３箇所 0 箇所 1 箇所 
・西部処理場 

・ＰＩ処理場 

・東灘処理場（完了） 

汚水ポンプ場 ３箇所 0 箇所 0 箇所 
・宇治川ポンプ場 

・塩屋ポンプ場 

・舞子ポンプ場 

雨水ポンプ場 ６箇所 １箇所 ２箇所 

・魚崎ポンプ場 

・本庄ポンプ場 

・浜中ポンプ場 

・島上ポンプ場 

・外浜ポンプ場（完了） 

・宇治川ポンプ場（完了） 

浸水対策エリアにおける家屋被害の解消 
継続的な事業実施による
床上・床下浸水の解消 

６地区 １地区 ３地区 

・魚崎南（完了） 

・三宮南（完了） 

・神戸駅周辺 

・長田南部（完了） 

・浜添 

・西河原 

現在よりも雨水排水能力を向上させるポンプ場 
現在の設計基準を適用し
たポンプの改築更新 

４箇所 １箇所 １箇所 

・湊川ポンプ場 

・吉田ポンプ場 

・魚崎ポンプ場（完了） 

・東川崎ポンプ場 

経費回収率 
安定した経営による経費回
収率 100％以上の確保 

平均 
100％ 
以上 

97.５％ ― 

 

単年度収支 単年度収支の均衡 +1.6 億円 ― 
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「神戸市下水道事業経営計画」の検証と見直しの方向性（案）について 

 

１．上半期の検証と見直しについて 

 下水道事業の実施方針や投資・ 財政計画を示し た「 神戸市下水道事業経営計画（ 2020～2029）」 が

中間年度を迎えるこ と から 、 上半期の取り 組み状況を 検証すると と も に、 実態が当初計画から 乖離

し ている内容について、 計画見直し の方向性を整理し ます。  

 

【 スケジュ ール案】  

 2024 年 12 月の審議会 ： 上半期の取り 組み状況の検証、 及び計画見直し の方向性の整理 

 2025 年６ 月頃の審議会 ： 上記でいただいた意見をも と に、 計画を見直し 、 審議会で報告 

 

２．上半期の検証 

 安全・ 安心な市民生活を支えるため、 経営計画の基本方針に基づき 、 下水道施設の改築更新や浸

水対策、 良好な水環境の実現、 こ う べ再生リ ンをはじ めと し た下水道資源の有効利用などの施策を

概ね計画通り に実施し まし た。  

 財政面では、 コ ロナ禍による使用料収入の減少は回復し たも のの、 電気料金をはじ めと する物件

費の高騰など、 下水道事業を取り 巻く 環境はますます厳し さ を増し ています。 そのため、 近年の収

益的収支の予算は赤字で編成せざるを得ませんでし たが、積極的な民間活力の導入や計画的な投資、

執行体制の見直し 、 処理場跡地等の有効活用による収益の確保等に努めた結果、 決算では黒字を確

保するこ と ができ まし た。  

【 詳細は「 ４ ． 基本方針に基づく 施策の進捗状況」 のと おり 】  

 

３．見直しの方向性（案） 

 引き 続き 、 下水道事業が担う べき 役割を果たし つつ、 持続可能な経営基盤を確立し 、 安定し た下

水道サービスを提供できるよう 、 下記の項目を中心に計画の見直し に着手し ていきます。  

 

・ 適切なスト ッ ク 規模を見極めつつ、 バラ ンスを考慮し た投資・ 修繕を行います。  

・ さ ら なる収入確保や経費削減、 DXを活用し た業務の効率化を進めます。  

・ 官民の役割分担を整理し 、 新たな民間活力の導入を検討し ます。  

 

  

10



 

４．基本方針に基づく施策の進捗状況 

※数値は特に記載のない場合、 2020～2023 年度の実績です 

①快適な市民生活と 社会活動を支えます 

 目標： 安心し て使用でき る下水道を 維持し 、 市民生活や社会活動を支えます。  

１ ） スト ッ ク マネジメ ント 計画の策定と 運用 

上半期 

の状況 

・ スト ッ ク マネジメ ント 計画（ 2020～2024 年度） を 策定し 、 施設ごと にリ スク 評価や

健全度評価を 行う こ と で優先順位を決定し 、 効率的かつ効果的に改築更新を 進める

と と も に、 事業費の平準化に努めています。  

・ 点検・ 調査の結果から 、 必要に応じ て計画の見直し を 行う など、 柔軟に対応し てい

ます。  

今後の方針 

・ 次期スト ッ ク マネジメ ン ト 計画（ 2025～2029 年度） を策定し 、 今後の情勢を 踏まえ

た適切なスト ッ ク 規模を見極めつつ、 管き ょ や土木施設、 電気・ 機械設備のバラ ン

スを 考慮し た投資・ 修繕を 行っ ていき ます。  

 

２ ） 管き ょ の適切な維持管理、 更新（ 管き ょ の点検・ 調査および修繕・ 改築／管き ょ の改築更新）  

上半期 

の状況 

・ スト ッ ク マネジメ ント 計画に基づく 管き ょ の点検・ 調査を行い、 効率的かつ効果的

な維持管理・ 改築更新につなげています。  

・ 管更生工法を 積極的に採用し 、 阪神・ 淡路大震災で被害が多く 発生し たエリ アを中

心に汚水管き ょ の改築更新を 行っ ています。  

・ 下水道台帳管理システムを 整備し 、 点検・ 調査の結果を 一元管理する こ と で、 業務

の最適化・ 効率化に努めています。  

今後の方針 
・ 引き 続き 点検・ 調査を着実に実施するこ と で、 管き ょ の老朽化状況を 適切に評価し 、

計画的かつ効率的な維持管理・ 改築更新につなげていき ます。  
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３ ） 下水排除機能の持続（ 施設の点検・ 調査および補修・ 修繕／施設の改築更新）  

上半期 

の状況 

・ スト ッ ク マネジメ ント 計画に基づき 、 点検・ 調査や補修・ 修繕を実施するこ と で、

土木施設や電気・ 機械設備を 健全に保っ ています。  

・ 機器を 更新する際は、 省エネルギーで維持管理費が低廉なも のを 選定し ています。  

・ 西部処理場やポート アイ ラ ンド 処理場の改築更新を 着実に進めています。  

今後の方針 
・ 引き 続き 計画的な維持管理や改築、 設備更新を行う こ と で、 適切な下水排除機能を

確保し 、 公共用水域の水質維持に努めていき ます。  

 

  

 

 

４ ） 汚水処理システムの再編 

上半期 

の状況 

・ 雨天時に流入量が増加し た際や、 改築に伴う 既存施設の停止による機能低下に対し

て、 下水道ネッ ト ワーク システムを通じ 、 余裕のある他処理場へ送水するこ と で代

替機能を 確保するなど、 ネッ ト ワーク システムを有効に活用し ています。  

今後の方針 

・ 人口や処理量の動向のほか、 下水道使用料や国費の状況、 排出基準の方向性などを

踏まえ、 適切な施設の規模や仕様を検討し 、 ネッ ト ワーク システムを 活用し た効率

的な再構築を 進め、 施設のダウンサイ ジングや統廃合を進めていき ます。  

 

 

  

西部処理場北系 設備の補修・修繕作業 
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②災害に備える安全・ 安心なまちづく り を 進めます 

 目標： 地震が発生し ても 使用でき る下水道を 目指し ます。  

    床上浸水や道路冠水による長時間の通行規制を防ぎます。  

    豪雨時の避難に役立つ情報を 発信し ます。  

    非常時でも 、 下水道サービスを提供でき る体制を 目指し ます。  

１ ） 下水道施設の耐震・ 耐水化 

上半期 

の状況 

・ 総合地震対策計画に基づき 、管き ょ や処理場などの耐震化を 計画的に進めています。 

・ 管き ょ について、 防災拠点・ 避難所などの下流や緊急輸送路下などにおいて、 順次、

耐震化を 進めています（ 2023 年度末…耐震化延長： 1, 954 km、 耐震化率： 46. 9%）。  

・ 処理場の管理棟や中央監視室など、職員が常駐する施設の耐震化が完了し ています。

また、 汚水のく み上げや浮遊物の沈殿、 消毒など、 最低限の機能確保に必要な施設

について、 基幹と なる処理場で機能を 確保でき るよう 対策を行っ ています。  

・ 港湾局による 防潮施設の補強工事が完了し たため、 津波による浸水被害は見込んで

いません。  

今後の方針 

・ 管き ょ については、 耐震診断の結果を踏まえ、 今後も 耐震化を進めていき ます。  

・ 処理場等については、 改築や統廃合のタ イ ミ ングを 踏まえて優先順位を 整理し 、 ま

ずは最低限の機能確保に必要な施設の耐震化を 進めていき ます。  

・ 洪水による建物等の浸水対策と し て、 止水版の設置やマンホール蓋の耐水蓋への取

替えなどを進めていき ます。  
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２ ） 浸水対策（ 継続し た施設の整備／浸水に対する情報発信の充実）  

上半期 

の状況 

・ 浸水に対する危険性が高い地区を重点地区と し て取り 組んだ結果、 三宮南地区と 長

田南部地区は対策が完了し ています。  

・ 将来の気候変動を 考慮し た「 雨水浸水対策基本方針」 を 策定し 、 優先的に整備する

地区において具体的な計画策定に取り 組んでいます。  

・ 新東川崎ポンプ場（ 神戸駅周辺地区） の整備を 進めると と も に、 2023 年度には魚崎

ポンプ場の一部施設を 供用開始し ています。  

・ く ら し の防災ガイ ド でハザード マッ プの提供を行っ たほか、 市民から の要望に応じ

て、 防災学習を実施し 、 市民の防災意識の向上を図っ ています。  

今後の方針 

・ 引き 続き 、 優先整備地区の浸水対策を進め、 集中豪雨や台風に対する「 防災・ 減災」

に取り 組んでいき ます。  

・ 新東川崎ポンプ場（ 神戸駅周辺地区） は 2025 年３ 月、 魚崎ポンプ場は 2033 年度の 

供用開始を目指し ます。  

・ 今後も 市民の防災活動、 避難行動の一助と なるよう 、 ハザード マッ プの更新や防災

学習を行っ ていき ます。  

 

  

 

 

３ ） 危機管理体制の構築 

上半期 

の状況 

・ 業務継続計画（ BCP計画） を 定め、 被災時を想定し た訓練や勉強会を行う こ と で、 災

害対応力の向上を 図っ ています。  

・ 神戸市建設協力会や民間企業等と 災害協定を 締結し ており 、 災害発生時には速やか

に連携する体制を 構築し ています。  

・ 能登半島地震の発生直後に 52 名の職員を派遣し 、 復旧支援を 行いまし た。 現在は、

穴水町に職員１ 名を１ 年間、 長期支援と し て派遣し ています。  

今後の方針 
・ 能登半島地震の復旧支援における経験を 生かし 、 業務継続計画をブラ ッ シュ アッ プ

するほか、 訓練や勉強会を 引き 続き 実施し 、 災害対応力の向上を図っ ていき ます。  

 

  

新東川崎ポンプ場整備 魚崎ポンプ場改築更新事業（第１期） 
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③良好な水環境と 循環型社会の実現に貢献し ます 

 目標： 河川や海の水質保全を通し て、 自然豊かな神戸のまちに貢献し ます。  

    資源の有効利用や温室効果ガスの抑制などを通し て、 持続可能なく ら し と 社会に貢献し ます。  

１ ） 良好な水環境の実現（ 水質指導・ 規制／水質管理）  

上半期 

の状況 

・ 水質保全や下水道施設の機能を 守るため、 事業場に 2, 561 回の立入調査を 実施し ま

し た。 排除基準を 超過し ている事例が 38 回あり まし たが、 指導の結果、 全て是正さ

れています。  

・ 排水管理責任者の講習会について、 イ ンタ ーネッ ト 受講や通年開催にするなど受講

し やすい環境に見直し た結果、 618 名が受講し 、 事業場の自主的な排水管理の促進

につながり まし た。  

・ 各処理場において水質管理計画を定め、 処理水質の維持に努めています。  

今後の方針 
・ 引き 続き 適正な指導を行う と と も に、排水管理責任者の資格取得を促し ていき ます。 

・ 次期大阪湾流総計画の策定動向を 注視し 、新たな水質管理計画に移行し ていき ます。 

 

２ ） 循環型社会の実現（ 下水道資源の有効利用／地球温暖化対策の推進）  

上半期 

の状況 

・ 下水汚泥から 回収し た安全なリ ンを 活用し た肥料「 こ う べハーベスト 」 は、 2022 年

度に大き く 供給量を伸ばし 、 2023 年度には約 17, 300 袋（ 20 kg/袋） を供給し まし

た。  

・ 下水の処理過程で発生する消化ガスを 精製し た「 こ う べバイ オガス」 は、 場内の冷

暖房やリ ン回収装置の乾燥機などに活用すると と も に、 自動車燃料と し て供給し て

います。 2024 年７ 月から は、 東灘処理場において新たに発電事業を 開始し ているほ

か、 発電し た電気を利用し た水素供給事業も 実施し ています。  

・ 汚泥の焼却灰は、 市の公共事業で使用する アスフ ァ ルト 合材やセメ ント の原料と し

て、 有効利用し ています。  

・ 高度処理水等を 地域のせせら ぎやト イ レ 、 植栽への散水などに利用し ています。  

・ 散気装置や送風機などを 省エネ効果の大き い機器へ計画的に更新し ています。  

・ 処理場やポンプ場施設への太陽光発電設備の設置検討を 進めています。  

今後の方針 

・ 再生リ ンの回収施設を３ 基に増やし 供給量を 拡大するこ と で、「 こ う べハーベスト 」

を 市内の農地へ安定的に供給し 、 リ ン資源の循環に貢献し ていき ます。  

・ 経済性も 考慮し ながら 、 引き 続き 、 循環型社会の実現に向けた取り 組みを進めます。 
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④下水道の見える化に取り 組みます 

 目標： 安心で快適な下水道を体感し 、 理解し ていただけるよう 取り 組みます。  

    下水道が保有する資産やノ ウハウで豊かな生活・ 社会に貢献し ます。  

１ ） 身近に感じ る 下水道 

  （ 体験する・ 学べる広報の実施／市民と の協働による広報の展開／多角的な情報発信の実施）  

上半期 

の状況 

・ 施設見学会や夏休みの親子勉強会を 実施し ているほか、 出前授業、 防災コ ミ ュ ニテ

ィ の訓練への参加、 地域イ ベント へのブース出展などを 通じ て、 暮ら し に身近な下

水道の情報を 提供し ています。  

・ 市内の小学生を対象に、「 こ う べハーベスト 」 を使っ て育てたスイ ート コ ーンの収穫

体験を実施し ています。  

・ 水道局と 連携し て「 アク アサポータ ー」 を 募集し 、 施設見学会やワーク ショ ッ プを

通じ て、 上下水道事業に関する広報啓発活動に取り 組んでいます。（ 102 名申込）  

・ HPによる分かり やすい情報提供に努めると と も に、 各種動画を 作成し YouTube で配

信し ています。  

・ 東灘処理場内の「 神戸下水道の歩み館」 では、 下水道事業の各種取り 組みを 紹介し

ています。  

・ 各区の特色を 活かし たデザイ ンマンホールの設置や、 マンホールカ ード の配布を通

じ て、 市民が身近に感じ る こ と のでき る下水道事業を 目指し ています。  

今後の方針 
・ 市民が下水道事業を 身近に感じ ても ら える よう 、 引き 続き 、 各種取り 組みを 積極的

に進めていき ます。  
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２ ） 地域に貢献する下水道 

  （ 下水道用地の利活用による地域貢献／地元企業等と の連携による国際協力事業の推進）  

上半期 

の状況 

・ 東灘処理場では、 アーモンド 並木の遊歩道を 整備し 、 地域の方々の憩いの場と し て

開放し ています。  

・ 垂水処理場では、 なぎさ 街道や恋人岬を整備し 開放し ているほか、 未利用地を スポ

ーツ施設（ 垂水スポーツガーデン、 垂水体育館） と し て活用し ています。  

・ 中部処理場の跡地を 、 神戸市総合児童センタ ーと スポーツ施設（ ミ ズノ スポーツプ

ラ ザ） に活用し ています。  

・ 国際協力事業については、 新型コ ロナウイ ルス感染症の流行により 渡航が制限さ れ

たため、 成果をあげるこ と ができ ませんでし た。  

今後の方針 

・ 引き 続き 、 各処理場などにおける下水道用地の利活用を 進めるこ と で、 地域貢献に

つなげていき ます。  

・ 国際協力事業については、 今後の状況を 注視し ながら 取り 組みを 進めていき ます。  

 

  

 

  

 

  

アーモンド並木 恋人岬 

垂水スポーツガーデン ミズノスポーツプラザ 
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⑤安定し た下水道サービスを 提供し ます 

 目標： 将来も 安全・ 安心・ 快適な下水道サービスを 提供し ます。  

１ ） 安定し た経営（ 経営改善の取り 組み／経営環境の見直し ／財政計画と 経営指標の見通し ）  

上半期 

の状況 

・ 使用料収入は、 経営計画で見込んだ額を ほぼ達成し ています。  

・ し かし 、 新型コ ロナウイ ルス感染症の影響や電気料金を 始めと する物件費の高騰な

ど、 経営環境は依然厳し く 、 経営計画の目標である「 単年度収支の均衡」 を 達成す

るために、 以下の取り 組みを 進めています。  

 ①スト ッ ク マネジメ ント 計画に基づき 、施設や設備の点検・ 調査を重点的に実施し 、

目標耐用年数などを精査するこ と で真に必要な改築更新を 実施し ています。 その

結果、 物件費が高騰し ているにも かかわら ず、 経営計画と 同程度の投資額（ 年間

平均 209 億円） で下水道事業に必要な機能を確保するこ と ができ まし た。 あわせ

て、 国に積極的に働き かけた結果、 国費受け入れ額が増加し たこ と 等により 、 企

業債残高が当初の見通し より 大き く 下回っ ています。  

②処理場跡地や遊休資産の有効活用のほか、 消化ガスの有効利用や太陽光発電事業

を 行う こ と で、 収益の確保や経費の削減に努めています。  

③施設の改築更新に DBO方式等を 採用し たり 、 処理場の維持管理に包括的民間委託

を 取り 入れたり するなど、 積極的に民間活力を 導入し ています。  

④適宜、 執行体制を 見直すこ と で、 2019 年度比で職員数を 約１ 割削減し ています

（ 2019 年度 329 名→2023 年度 307 名）。  

・ こ れら の取り 組みの結果、 2020～2023 年度の収益的収支は黒字を 確保し まし た。  

・ 一方、経費回収率の平均は 100%を下回っ ています（ 2020～2023 年度…平均 98. 99%）。 

今後の方針 

・ 持続可能な下水道事業の経営基盤を 確立するため、 引き 続き 、 以下の方針に基づき

経営改善に取り 組んでいき ます。  

 ①適切なスト ッ ク 規模を 見極め、 投資額や企業債の発行額を 適切に設定し ます。  

 ②さ ら なる 収入確保や経費削減に取り 組み、 DXを 活用し た業務の効率化を 進め 

ます。  

 ③官民の役割分担を 整理し 、 ウォ ータ ーPPP を始めと する新たな民間活力の導入も

検討し ます。  

・ なお、 資金的にまだ若干の余裕があるため、 現段階においては、 現在の下水道使用

料を 維持する 予定です。  
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２ ） 下水道サービ スの維持・ 向上への取り 組み（ 組織力の強化／下水道サービスの利便性向上）  

上半期 

の状況 

・ 下水道管路台帳システムを イ ンタ ーネッ ト 上で公開すると と も に、 管路の埋設状況

を 定期的に更新し 、 利用者がいつでも 最新の状況を 確認でき るよう にし ています。  

・ ベテラ ン職員が講演を行い若手職員へ技術を 継承する「 技術伝承会」 や、 下水道事

業の課題解決のため、 職員が取り 組んでき た内容の共有・ 活用を 図る「 業務研究発

表会」 などを 毎年開催し ています。 また、 阪神・ 淡路大震災を 経験し た職員による

伝承にも 努めています。  

・ 水道、下水道にかかわら ず家庭の水まわり ト ラ ブルの相談を一括し て受け付ける「 水

道修繕受付セン タ ー」 を水道局と 共同で設置・ 運営し ているほか、 料金徴収の一元

化や工事調整会議の開催など、 上下水道事業の連携を 進めています。  

今後の方針 

・ 下水道台帳システムの定期的な更新や、 届出等の電子申請化を さ ら に促進さ せると

と も に、 工事図面の審査にＡ Ｉ の導入を 検討するなど、 市民や事業者の利便性向上

に資する取り 組みを進めていき ます。  

・ 日常の業務における OJT のほか、 若手職員への技術継承のための研修等を 通じ て、

下水道事業を 支える人材の育成を 進め、 組織力を強化し ていき ます。  

・ 上下水道耐震化計画の策定など、 引き 続き 、 上下水道事業における類似施策を 整理

し 、 積極的に連携を進めていき ます。  
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⑥農業集落排水事業の運営 

１ ） 安定し た経営 

上半期 

の状況 

・ 2024 年度より 、 農業集落排水事業を 公共下水道事業に統合し まし た。  

・ 投資計画を も と に機能強化工事を行う こ と で、 施設の長寿命化と 投資の平準化に取

り 組んでいます。  

・ 施設の統廃合や公共下水道への接続に取り 組み、 将来の設備更新費の低減を 図っ て

います。  

今後の方針 

・ 農業集落排水事業においても 、 人口減少により 使用料収入が減少傾向である一方、

物件費・ 人件費は増加傾向にあり ます。  

・ 収支不足については一般会計から 繰り 入れら れるこ と になっ てはいますが、 下水道

事業におけるノ ウハウを活かし 、 投資計画を 見直し 、 施設の統廃合や公共下水道へ

の接続を 進めていく など効率的な運営に努めるこ と で、 引き 続き 安定し たサービス

を 提供し ていき ます。  

 

 

 農業集落排水処理施設（中山・野瀬地区） 
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５．財政計画（収益的収支）の比較 

 
※単位未満の切捨て表示などによ り 、 積上げや差引き が合わない場合がある。  

※2021 年度決算の累積損益約 12 億円を建設改良積立金へ処分。

経営計画値、 決算値（ R2～R5） （ 税抜、 単位： 億円）

経営
計画値

決算値 差引
（ 決算-計画）

経営
計画値

決算値 差引
（ 決算-計画）

経営
計画値

決算値 差引
（ 決算-計画）

経営
計画値

決算値 差引
（ 決算-計画）

下水道使用料 191 187 △ 4 192 192 0 191 192 1 189 191 2

長期前受金戻入 99 97 △ 2 98 95 △ 3 99 94 △ 5 100 92 △ 8

一般会計繰入金 42 41 △ 1 42 39 △ 3 42 40 △ 2 42 40 △ 2

その他雑収益等 4 5 1 4 5 1 4 5 1 3 6 3

特別利益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計（ A） 337 330 △ 7 337 332 △ 5 337 332 △ 5 336 328 △ 8

人件費 26 23 △ 3 26 22 △ 4 26 22 △ 4 26 22 △ 4

物件費 58 63 5 58 63 5 59 69 10 59 70 11

減価償却費等 221 216 △ 5 223 216 △ 7 229 217 △ 12 227 215 △ 12

企業債支払利息等 23 21 △ 2 21 19 △ 2 19 19 △ 1 18 18 0

その他支出等 0 1 1 0 1 1 0 1 1 0 1 1

特別損失 1 3 2 1 0 △ 1 1 1 0 10 0 △ 10

合計（ B） 332 327 △ 5 331 321 △ 10 336 329 △ 7 343 326 △ 17

5 3 △ 2 5 11 6 0 3 3 △ 6 2 8

26 21 △ 5 20 20 0 20 23 3 14 24 10

101. 1 98. 8 △ 2. 2 101. 3 101. 5 0. 2 98. 8 98. 2 △ 0. 7 95. 6 97. 5 1. 9経費回収率（ ％）

収
益
的
収
支

収
入

支
出

累積損益

収支差引（ A） －（ B）

R2（ 2020） 年度 R3（ 2021） 年度 R4（ 2022） 年度 R5（ 2023） 年度
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６．管理指標の進捗状況 
 

汚水管きょ 700 km 432 km 進捗率　 61. 7%

雨水管きょ 400 km 123 km 進捗率　 30. 8%

管更生工法などによる
改築の実施

450 km 140. 1 km 進捗率　 31. 1%

西部処理場（ 北系） 整備中

垂水処理場（ 東系） 供用開始

ポート アイ ラ ンド 処理場 整備中

汚水管きょ
災害時における
拠点施設の下流等

38 km 25. 1 km 進捗率　 66. 1%

雨水管きょ
緊急輸送路（ 国道） の
横断部

45箇所 ５ 箇所 進捗率　 11. 1%

処理場 ３ 箇所 １ 箇所
西部処理場
Ｐ Ｉ 処理場
東灘処理場（ 完了）

汚水ポンプ場 ３ 箇所 ―
宇治川ポンプ場
塩屋ポンプ場
舞子ポンプ場

雨水ポンプ場 ６ 箇所 ２ 箇所

魚崎ポンプ場
本庄ポンプ場
浜中ポンプ場
島上ポンプ場
外浜ポンプ場（ 完了）
宇治川ポンプ場（ 完了）

継続的な事業実施による
床上・ 床下浸水の解消

６ 地区 ３ 地区

魚崎南（ 完了）
三宮南（ 完了）
神戸駅周辺
長田南部（ 完了）
浜添
西河原

現在の設計基準を適用し た
ポンプの改築更新

４ 箇所 １ 箇所

湊川ポンプ場
吉田ポンプ場
魚崎ポンプ場（ 完了）
東川崎ポンプ場

管理指標 具体的な内容
目標

（ R2～R11）
（ 2020～2029）

進捗累計
（ R2～R5）

（ 2020～2023）
備考

地震時における
最低限の機能確保
（ 耐震性の確保、
一部系列での
確保を含む。 ）

揚排水・ 簡易沈殿・
消毒機能の確保
（ 汚水・ 雨水ポンプ場は
揚排水機能の確保）

浸水対策エリ アにおける家屋被害の解消

現在より も 雨水排水能力を向上さ せるポンプ場

管き ょ の点検
調査延長

目視点検・ カ メ ラ 調査など
の実施

汚水管きょ の改築延長

優先的に実施すべき
管き ょ の耐震化

処理場の改築更新
施設の建設、
設備の設置など

供用開始
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